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     Sharing economy is emerging as one of business model innovation, which is among dominant 
online business in industrial structure. The economy has been expanded in particular in US, Europe, 
China and India, and has affected consumption pattern of goods and services, existing business fields, 
labor markets and others. As a result, the expansion raises various issues such as the definition, 
effects on competition, and public policies.  
     This paper shows future major problems in research and policy on sharing economy, focusing 
on definition, business model, economic effects and public policy, through surveying existing studies, 
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財・サービスの取引当事者（供給者、利用者）の分類（一般個人 P(消費者 C)、企業 B）に従って大きく
以下の表１のマトリックスを想定することができる。ここに、シェアリングエコノミーの定義や研究の
多様性が反映されているからである。こうした接近は、Codagnone et al. [2016、p.22]、Codagnone et 
al. [2019、p.42]などと整合的である。なお、厳密には、取引者の間を仲介するプラットフォーム企業（プ
ラットフォーム、B*）が介在する。 




は C2C。厳密には P2B*2P、B*はシェアリングプラットフォーム。P2P が C2C に比べて用いられる傾
向にある）、P2B（P2B*2B）、B2P（B2B*2P）、B2B（B2B*2B）の４類型がある。したがって、シェア
リングエコノミーは多くのビジネスモデルを含むと言ってよい。 



















































                   ＜図２挿入＞ 
この H 型ビジネスモデルと類似するモデルに「サービサイゼーション」（servicization. モノのサー
ビス化）がある（付図３参照)。それは、製品を製造・供給するメーカーが自社製品を所有したままプラ








（Codagnon & Martens [2016]、p.9）。このタイプに該当する他の例として、例えば自前でコンテンツ
を製作し配信する、映像配信サービスの Netflix（US）、音楽配信サービスの Spotify（スウェーデン）
がある(８)。これらのエンターテイメントビジネスも、伝統的なビジネスをデジタル化したものである






















をプラットフォーム経由で提供するサービス」を意味する。これは O2O（online to offline）とよばれ、
オンラインビジネスがオフラインビジネスに押し寄せていることを示唆している。この側面を捉えて、











ス 3 参照）。例えば、同じライドシェアリングの分類に入る Uber と BlaBlaCar の間でも、行動は異な
る。Uber が価格アルゴリズムに基づき料金を決定し、条件が同じならば利用者の払う料金は同一とな







































方法を考えることが不可欠である（FTC [2015] 、Deloitte [2015]、EC [2016a、2016c]などの政策レポ
ート）。しかし、今のところ十分な経済分析は見られず、例えば Einav et al. [2015]、Fraiberger & 
Sundrarajan [2015]、Horton & Zeckhauser [2016]、Benjaafar et al. [2019]、Jiang & Tian [2019]、
Akbar & Tracogna [2020]など、理論研究が少数しかない。また、実証分析は、現在のところ大企業の
Uber（米国、ライドサービス）、BlaBlaCar（フランス、コストシェア）、Airbnb（米国、宿泊シェアリ
ング）、TaskRabbit（米国、家事シェアリング）、Zipcar（米国、カーシェア）などの大企業を対象に、
異なる分野から実証分析が展開されている（展望として例えば Sutherland & Jarrahi [2018、p.9]、
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１０年前のリーマンショックであり、特にそれに伴う不況の終わりかけである（例えば Laamanen & 
Wahlen [2019]など参照）。このとき、人材（スキル、時間）を含めて多くの物的、人的資産が遊休し、
需要と供給が不均衡の状態にあった。これを解決するために遊休資産を貸し出し、利用度を高めようと




























定のビジネスやプラットフォームを対象にして見られる（例えば WA Consulting et al. [2017]、

























































とはほとんどない。米国の事例を見ると、民泊では Airbnb と HomeAway、そしてライドシェアリング
では Uber と Lyft が併存している。プラットフォームビジネスにおける集中化を制約する要因として、


























BlaBlaCar などの企業を取り上げ既存分野への影響を計量分析している（展望として Zervas et al. 


























例えば、ライドシェアリングの Uber は、App Store（Apple）や Google Play のアプリマーケットや、
電子決済サービス（Adyen（蘭））のプラットフォームを使用している（付図４参照）。Uber は後者から
高い手数料を要求されるかもしれない（ただし、現時点では手数料を課されていない）。この可能性は、
EU における音楽配信の Spotify（App Store を使用）と Apple（音楽配信サービスの面で Apple Music
をつくり Spotify と競合）の対立（2019）の事例（「朝日新聞」、2019 年 3 月 19 日付、など）から考え
られる。また、米国では App Store の手数料（30％）を巡り、それを使用するメディアやゲーム会社か






































































論している（Deloitte [2015、2016]、Parker et al. [2016]、Proserpio & Tellis [2017]、Anderson & 



































（Codagnone et al. [2016、p.51]、Oskam [2019、p.24-25]などを参照）。ただし、Uber の場合は、以
下で言及するように、競争制限・市場支配力の可能性があると言われる（Codagnone et al. [2016、p.51]、






























































待遇条項(the most favoured nation clause: MFN)」）を強要する事件（独占禁止法では、違法類型の「不
公正な取引方法」のうちの拘束条件付き取引に該当）が見られるが、これがシェアリングビジネスでも
起こるならば、シェアリングプラットフォームによる競争制限的行為として問題となるであろう（例え
ば Newlands et al. [2017]）。事実、わが国において、Airbnb によるシングルホーミングの強要（ほか
































特に B2B 型や B2C 型は既存の競争政策によって十分に対応でき、新たな政策上の問題を提起しそうに
ないかもしれない。シェアリングエコノミーに既存の競争政策体系を適用して競争制限行為を整理する
と、図３となるであろう。このように、競争制限の可能性があるという議論がある一方、競争政策上の
















































Evans [2012]や Parker et al. [2016、特に Chapt. 8 & 11]は、いくつかの問題に論及・整理している。































































実証分析に従い具体的に Airbnb の相互評価を見ると、Zervas et al. [2017]は、評価者の大半がやや









ミックスについて、プラットフォームビジネスを対象に、Evans [2012]、Parker et al. [2016]、McAfee 













張関係が見られる。例えば、ライドシェアリングの Uber に対して、EU の司法裁判所（欧州裁判所）
はタクシー事業と見なし、これまで免れてきた従来の厳しいタクシー事業規制をかけるべきと判断した
（2017 年 12 月 20 日、EC）。その論拠は、Uber は運転手と利用者の両者にとって不可欠で、運転手の
サービスに大きな影響を与えており、仲介サービスを超えたものを提供していると見なされることであ















































い接近をとる EC では、規制の非対称性をめぐる Uber、Airbnb と当局の議論のなかで、むしろシェア
リングプラットフォーム側の競争制限の可能性が注目され問題視された。このことが EC のシェアリン

















ば、EU に加盟していた当時の英国で、ロンドン交通局が Uber の営業許可を取り消した（2019 年）。



































































（１） シェアリングエコノミーを GDP に参入するためには、その定義が重要となる。 
なお、日本の市場規模について、矢野[2018、2020]、内閣府経済社会総合研究所[2018]、情報 
通信総合研究所[2019]、経済産業省[2020]などを参照。シェアリングエコノミーの最近の認知度 
を調査した PwC コンサルティング[2019]によれば、わが国でも認知度は高まっている。例えば、 









    なお、米国（2014 年時点）では、国民（成人）の 19％がシェアリングエコノミーを利用した 
ことがある（PWC [2015]）。EU（2016 年時点）では、全体の市民の半分以上が個人間取引のシ 
ェアリングエコノミー（EU では“コラボレイティブエコノミー”とよばれる。後述）を認知し、 






（３）定義の展望について、Codagnone & Martens [2016]、Codagnone et al. [2016]、Newlands et al. 
[2017]、Proserpio & Tellis [2017]、Mikolajewska-Zajac [2019]、Codagnone et al. [2019]な
どを参照。 
（４）「共有化」ではなく「共用化」を重視した定義として、長田[2019、pp.047-048]がある。長田[2019] 
は Instagram など SNS も、P2P 型で映像・情報の共有・共用であるとし、シェアリングエコノ  
ミーに含む。しかし本稿では、映像・情報の共有・共用は商業ベースではなく、シェアリングエ  
コノミーに該当しない。 
なお、定義の標準化が国際的に行われることになり、ISO（International Standardization  
Organization）で日本が議長国となって 2019 年 6 月より議論が開始された。 





エコノミーと言える（Frenken & Schor [2017]、p.5 参照）。 
（６）従来でもこうしたビジネスは存在し、その代表例が複写機を製造し貸し出す Xerox である。しか 
し、これはシェアリングエコノミーと言えないかもしれない。なぜなら、会員制ではないからで 
ある。 
（７）Demary [2014]も B2C 型をシェアリングエコノミーの分類に含む。しかし、例えば、Proserpio  







（８）配信用の映像と音楽をそれぞれ自社で製作する現在の Netflix と Spotify はともに B2C 型・水平  















（10）ヤフー（ソフトバンク）と Line の統合計画（2021 年 3 月統合予定）はエンベロップメント戦略  
の 1 つであろう。 
（11）小田切宏之「進化する経済学と競争政策」、関西学院大学経済学部「経済学セミナー・産業組織論  
セミナー」配布資料、2019 年 11 月 6 日。 
（12）一般的にプラットフォームビジネスに対する欧米の最近の接近・政策について、CMA [2018](UK)、 
Stigler Center [2019]（US）、Digital Competition Expert Panel [2019]（UK）、Crémer et al.  
[2019]（EC）などを参照。 
（13）近年のプラットフォーム企業のシェア・集中度について、例えば Ciriani ＆ Lebourges [2017、
pp.3-4]、Crémer et al. [2019] などを参照。 
（14）近年のシカゴ学派の考え方については、Shapiro [2018]、Coyle [2019]、Stigler Center [2019]な 
ど参照。また、その伝統的な接近に基づく議論として例えば Bork & Sidak [2012]、そして伝統 
的なシカゴ学派に批判的な Baker [2019]などを参照。 
（15）自動車運転関連のシェアリングエコノミーでは、車所有者にシングルホ－ミングを求め、そして  







組織論、法律、社会学、情報技術などである。例えば Newlands et al. [2017]、Davidson et al. 
[2018]、McKee et al. [2018]、Zakaria & Kaushal [2018]、Hu [2019]、Belk et al. [2019]、de 
Luna et al. [2020]、Maurer et al. [2020]などを参照。 
（19）例えば Petropoulos [2017、pp.13-14]は消費者保護のための方法を提案している。なお、消費者  
政策一般について、土井[2012]参照。 
（20）政策当局の議論は、Deloitte [2015]（Australian Competition and Consumer Commission）、
FTC [2016]、EC [2016c]、内閣府シェアリングエコノミー検討会議[2016]、吉川 [2017]、CMA 
[2018]などで見られる。 
（21）2019 年 9 月、米国カリフォルニア州議会でギグエコノミーに関する雇用法案が通過した。それ 
は、「ギグワーカー」を利用する企業の人件費を上昇させ、ビジネスモデルに制約を加える法案で 
ある。 
（22）EC は、シェアリングエコノミーを P2P 型に限定せず他の型も含むことを他のところで指摘する 
25 
 
（EC [2016c]）。政策的には P2P 型を取り上げ、ほかのタイプについては従来の政策体系で対応
可能と見ている。 
（23）シェアリングエコノミーの影響は多岐にわたる。例えば、Airbnb はホテルのみならず住宅価格、 
家賃などにも影響を及ぼすかもしれない。例えば、ノルウェーを対象にしたStrømment-Bakhtiar   
& Vingogradov [2020]を参照。 
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型企業の場合。ユーザーグループ１＆２は PF サービス 
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分野       プラットフォーム 
フリマアプリ   メルカリ、ラクマ（楽天） 
宿泊       Airbnb 
ギグエコノミー  Uber Eats、クラウドワークス 






  ① 自家用車の購入・所有（新車、中古車） 
  ② タクシーサービス 
   １）伝統的なタクシー利用 
２）タクシー配車アプリ：タクシー会社と利用者間の仲介プラットフォームサービス（B2C）  
例）日本では、DiDi（中国）、Uber、MOV（DeNA） 
   ３）タクシー相乗りサービス 
     例）東京のタクシー会社（2020 年開始） 
  ③ レンタカーサービス：B2C（車所有とプラットフォームの統合型：リセラー・一面市場型） 
  ④ カーシェアリング     
１）メンバーシップ型（B2C）：会員によるシェアリング会社保有車の共用（“コラボレイティブ消費 
型”、カーシェア。車所有とプラットフォームの統合型：リセラー・一面市場型、水平型）   
例）Times カーシェア、オリックスカーシェア、カレコ、カリテコ（以上、日） 
 Zipcar（米）、Avis（米）、サービサイゼーション（トヨタシェア） 
２）レンタル型：個人間で個人車の貸し借り（“P2P プロダクトシェアリングエコノミー”、両面市場  
型、垂直型）  
       例）Anyca（DeNA、日）、Turo（GM、米）、RelayRides（米）、ReachNow（BMW、米） 
  ⑤ ライドシェアリング（“P2P サービスシェアリングエコノミー”、両面市場型、垂直型） 
   １）ライドサービス型：個人車所有者による運転提供サービス（日本では不許可） 
例）Uber X（米。注参照）、Lyft（米） 
   ２）コストシェア型：個人車相乗りサービス  
例）BlaBlaCar（仏）、Uber Pool（米）、Lyft Line（米） 














          Uber   Lyft  Turo  Airbnb TaskRabbit Zipcar BlaBlaCar  
資産共有・共用    〇    〇   〇    〇    〇    〇    〇 
資産所有なし     〇   〇   〇    〇    〇         〇 
評価制度       〇   〇   〇    〇    〇         〇 
個人間やり取り    〇   〇   〇    〇    〇         〇 
P2P         〇   〇   〇    〇    〇         〇 
B2C                               〇 
価格決定       〇   〇   △              〇    △ 
支払方法の管理    〇   〇   〇    〇    〇     〇      〇 
供給者資産の    〇 
最小要件の設定     
コンプライス要件  〇   〇                  〇 
 の設定                               
（注）ハイブリッド型の△については、BlaBlaCar は上限価格を決定し、所有者がその範囲内で 
価格決定し、他方 Turo は、所有者が提示する下限価格以上の水準で価格決定できる。 
（出所）Proserpio & Tellis [2017]、Anderson & Huffman [2017]、WA Consulting et al. [2017]、 
Oskam [2019]などに基づく。 
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付図３ サービサイゼーション 
 
注）製品を市場に供給するメーカーが製品を所有 
したまま貸し出すビジネス。例として自動車。 
出所）土井作成 
  
 
 
 
出所）土井作成 
(社内) 
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